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　Ｎo.７５４号
「残業ゼロ」＝17時15分退庁⇒19時「不適正経理」を理由に1,717人が処分を受ける

不適正な実態の大半は当局が招いたもの！

責任を職員に押し付ける当局に抗議する

原因は、柔軟性を欠く前近代的な会計制度と「不適正」な県庁風土を温存してきた当局だ

　当局は3月18日、「不適正経理処理」を理由として1,717名にも上る大量の職員を「処分」したと発表しました。

　自治労県職労として、まず、誤解のないよう申し上げることは、「私的流用」「預け」など、いかなる方法であろうとも、私利私欲のために公金を詐取・横領することは到底許されるべきことではなく、容認しない立場であることは当然です。

　こうした立場を大前提として、今回の「処分」についての見解を表明します。
納得できない一般職員の「処分」

　第一は、厳しい予算・人員配置というギリギリの職場実態の中で、私利私欲ではなく、少しでも早く、効率的に県民サービスに資するように、これまで県庁で「恒常的」に行われてきた手法により業務遂行してきた一般職員を、私的流用＝詐取＝罪を犯したものと一括りにして「処分」したことです。

　私利私欲ではなく、県民サービスの効率的な遂行のために、従来の運用・慣行に則って業務執行を行った職員を「処分」したことに断固抗議し、「処分」の撤回を求めます。

第二は、その「処分」も、「処分者」1,717名のうち、法的根拠のある地方公務員法上の処分はわずか16名であり、残りの1,701名は、何の法的根拠もなく、「所属長指導」等とされたことです。

　地公法上の処分は、異議があれば人事委員会に不服申し立てができますが、法的根拠のない「所属長指導」等については抗弁権すらなく、一方的、強権的に「処分者」のレッテルを貼られ、名誉を奪われているのです。

　第三に、今回の「不適正経理処理」の原因を、「職員の公金意識やコンプライアンス意識が希薄であり、予算消化のために業務に必要なものを購入するのであれば、『預け金』等が許されるといった誤った認識」に矮小化し、責任を一般職員に押し付けていることです。

　「職員の意識改革」は否定しませんが、その「意識」は職員一人一人が勝手に作ったものではなく、財政制度の問題点と幹部職員が温存してきた「県庁風土」から形作られたものであり、改革すべき真の原因は、制度疲労を起こしている財政制度と「幹部職員の意識」にあります。
改革すべきは財政制度

　3月17日に総務政策常任委員会に報告された資料によると、各部局の「預け金」、「差し替え」、「翌年度納入」等の理由は次の通りでほぼ共通しており、問題の本質が浮き彫りになります。

○預け金

・急遽物品調達の必要が生じた場合に対応できるよう、事務用消耗品等を購入する執行をして業者に預けた。

○差し替え

・○○が必要となったが、備品購入費が不足していたため、消耗品を購入するとして需用費で執行した。

・業務上、経常物品が緊急に必要となったが、会計局が集中して発注しており、定期的な発注以外は認められないため、別の物品を購入することとして執行し納品させた。
・パソコン修理に関する出張料の請求について、当該役務費を計上していなかったため、消耗品購入として需用費で執行した。

○翌年度納入

・印刷物の発注が年度末となり、納品が翌年度となった。

・年度末の予算執行状況を見て、経常的に必要な物品を発注したが、納品は翌年度となった。

・印刷物の内容確定が年度末となり、納入は翌年度となった。

○前年度納入

・現年度に○○など経常的に必要な消耗品を納入させ、翌年度予算で執行し支払いを行った。

・年度末に事務用消耗品が必要となり、発注し納品させたが、現年度予算が不足したため翌年度予算で執行し支払いを行った。

　つまり、業務上必要な執行が「不適正経理処理」をしなければできなかったということであり、制度が実態と乖離していたということです。

　大きな課題としては、予算・会計の「単年度主義」と「異様に細かすぎる予算費目」があります。

　「預け金」と「差し替え」、「前年度納入」の背景は、現行の予算執行が「異様に細かすぎる予算費目」のため、必要な時に必要なものが買えない、フレキシブルに対応できない制度だということです。

　「翌年度納入」の背景は、「年度末でないと発注できないもの」があります。「年度末でないと内容が確定しない印刷物」と必要がありつつも「予算の執行（残）状況を見ながらの発注」に大別できます。

　「年度末でないと内容が確定しない印刷物」はそもそも「適正な発注時期」が年度末なわけですから、民間も含め年度末に発注が集中する業者の都合等も勘案すれば、納入が年度を超えることもあり得ます。

　「予算の執行（残）状況を見ながらの発注」も、厳しい予算の中でいかに効率的に執行するか年度末の残額を見ながら苦労して職員が発注しており、これも業者の都合等も勘案すれば、納入が年度を超えることもあり得ます。

　こうした合理的根拠のあるものについて、一定期間年度を超える納品が認められるよう制度改革を行う必要があります。

当局は「地方自治法で決められている」と言うかもしれませんが、それなら地方自治法を改正するよう国に働きかけたのでしょうか？政治家松沢知事は国に提案したのでしょうか？

法律の枠があるとしても、地方主権の時代にあって、県の裁量の中で、簡便にできる手法はないのでしょうか？

　「お役所的」と揶揄される現行の財政や会計制度の改革ができなければ、「形式的には適正ではあるが、極めて不合理、非効率な行政運営」にならざるを得ず、県民の期待にこたえることにはなりません。
責任は当局にあり

　責任論でいえば、「不適正経理処理」が全庁的に恒常的に行われていた実態からすれば、副知事以下の事務方幹部職員は、その事実を相当以前から「知りえた」立場にあったわけですから、単なる「監督者責任」ではなく、「不作為行為」について重大な責任があり、その責を負うべきです。

また、知事や幹部が、「私的流用」と「預け金」「一括払い」「差し替え」「翌年度納入」は同列のもので、「全体の奉仕者として行動すべき立場にある公務員として許される行為ではなく、県民の期待や信頼を大きく損なう行為」と認識して全職員の約5分の1を処分したのであれば、幹部職員に対する処分は、一般職員に比べて著しく軽く、均衡を失したものであると言わざるをえません。

「部下に厳しく、自分に甘く」では、職員は誰もついていきません。
反省の上に、県庁改革を進める

自治労県職労はこれまでも、予算制度等の問題点について課題提起してきましたが、「管理運営事項」という壁を乗り越えることができず、それが今回の事態を招いた一要因であると考え、組合としても力量不足を率直に反省します。

　今後は、県庁から不正、不適正を排除し、職員が誇りを持って堂々と働けるよう、「管理運営事項」であっても交渉の場で厳しく当局を追求し、県庁改革を進めていきます。
